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（1）運用状況 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2022年２月期 1,611 23.5 946 35.0 871 34.3 870 34.3

2021年８月期 1,305 0.9 701 △2.1 648 △0.4 647 △0.4

１口当たり
当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

営 業 収 益
経常利益率

円 ％ ％ ％
2022年２月期 3,895 3.7 2.2 54.1
2021年８月期 2,899 2.8 1.7 49.7

１口当たり分配金
（利益超過分配金は

含まない）

分配金総額
（利益超過分配金は

含まない）

１口当たり
利益超過分配金

利益超過
分配金総額

配当性向 純資産配当率

円 百万円 円 百万円 ％ ％

2022年２月期 3,896 870 - - 100.0 3.7
2021年８月期 2,900 647 - - 100.0 2.8

(3）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円
2022年２月期 41,249 23,456 56.9 104,996
2021年８月期 38,971 23,233 59.6 104,000

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
2022年２月期 2,583 △3,163 1,002 3,299
2021年８月期 783 △1,393 619 2,877

１．2022年２月期の運用、資産の状況（2021年９月１日～2022年２月28日）

(2）分配状況

(4）キャッシュ・フローの状況



（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１口当たり分配金

（利益超過分配金は
含まない）

１口当たり
利益超過分配金

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円

2022年８月期 1,825 39.8 1,086 54.9 966 49.0 965 49.0 3,867 －

2023年２月期 1,597 △12.5 880 △18.9 772 △20.1 771 △20.1 3,091 －

①　期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2022年２月期 223,400口 2021年８月期 223,400口

②　期末自己投資口数 2022年２月期 0口 2021年８月期 0口

２．2022年８月期の運用状況の予想（2022年３月１日～2022年８月31日）及び2023年２月期の運用状況の予想（2022年９

月１日～2023年２月28日）

（参考）１口当たり予想当期純利益（予想当期純利益÷予想期末発行済投資口の総口数）

（2022年８月期）3,866円、（2023年２月期）3,090円

※　その他

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有

②　①以外の会計方針の変更               ：無

③　会計上の見積りの変更                 ：無

④　修正再表示                           ：無
（注）詳細は、17ページ「会計方針の変更に関する注記」をご覧ください。

(2）発行済投資口の総口数

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、26ページ「１口当たり情報に関する注記」を

ご覧ください。

※　決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※　特記事項

本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、本投資法人が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等は様々な要因により大きく異なる可能性がありま

す。実際の運用状況等に影響を与える可能性のある重要な要因には、新型コロナウイルス感染症の更なる感染拡大、

収束までの長期化等による、賃貸事業収入の減少、保有物件に入居するテナントの賃料不払いや倒産等が挙げられま

す。なお、運用状況に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。また、本予想は分配金の額を保

証するものではありません。運用状況の予想の前提となる仮定及び運用状況の予想のご利用にあたっての注意事項等

については、７ページ「2022年８月期（2022年３月１日～2022年８月31日）及び2023年２月期（2022年９月１日～

2023年２月28日）の運用状況の予想の前提条件」をご覧ください。状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経

常利益、当期純利益、１口当たり分配金及び１口当たり利益超過分配金は、変動する可能性があります。
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１．運用状況

（1）当期の概況

①　投資法人の主な経緯

本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）

（以下「投信法」といいます。）に基づき、株式会社ザイマックス不動産投資顧問（以下「本資産運用会社」

といいます。）を設立企画人として、2017年９月14日に出資金300百万円（3,000口）で設立され、2017年10月

31日に関東財務局への登録が完了しました（登録番号 関東財務局長 第131号）。その後、本投資法人は、

2018年２月14日を払込期日として公募による新投資口（209,905口）の発行を行い、2018年２月15日に株式会

社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（銘柄コード3488）に上

場しました。また、2018年３月20日には、第三者割当による新投資口の発行（10,495口）を実施しました。

これらにより、当期末日現在での発行済投資口の総口数は223,400口となっています。

本投資法人は、ザイマックスグループ（注１）の有する不動産マネジメント（注２）力を活用した適切な

ポートフォリオ運営を行うことにより、不動産が持つ価値を最大限に引き出し、投資主価値の最大化を図りま

す。

（注１）「ザイマックスグループ」とは、株式会社ザイマックス並びにその連結子会社及び持分法適用関連会社により構成され

る企業集団をいいます。以下同じです。

（注２）「不動産マネジメント」とは、プロパティマネジメント、総合ビルメンテナンス業務並びにプロパティマネジメント及

び総合ビルメンテナンス業務の複合受託業務（サブリースを受託する場合に当該業務を受託する場合を含みます。）を総

称していいます。以下同じです。

②　運用環境

当期における経済環境について、新型コロナウイルス感染症拡大が落ち着きを見せ、経済活動再開に伴う個

人消費の回復の影響もあり、2021年10～12月期の実質GDP成長率は1.1％の増加（年率4.6％の増加）となりま

した。また、金融市場については、日本銀行が公表している「貸出先別貸出金」によれば、2021年12月末時点

での総貸出残高は547兆円、不動産向けの貸出残高は91.3兆円と、非常に高い水準で推移しています。各国の

金利上昇の動きやウクライナ情勢、新型コロナウイルス感染症の今後の感染状況等によるJ-REIT市場への影響

が翌期以降も懸念されるため、資本市場及び金融市場の動向を引き続き注視していく必要があると考えていま

す。

このような環境下で、本投資法人が主として投資対象とするオフィス、商業施設及びホテルの各市場並びに

不動産売買市場においては、以下の動きが見られます。

オフィスについては、株式会社ザイマックス不動産総合研究所が公表している「オフィスマーケットレポー

ト 東京 2021Q4」（注）によれば、2021年第４四半期の東京23区の空室率は、前四半期比0.17ポイント増加し

3.58％となっています。空室率は７四半期連続で上昇したものの、空室率の上昇の度合いが緩やかになってき

ています。また、オーナーによる一定の賃料減額やフリーレント付与がテナント誘致に寄与し、現テナントの

解約予告から後続テナントが決まるまでの時間が短くなってきているなどの動きも見られました。

商業施設については、経済産業省の商業動態統計によると、2021年第４四半期の小売業販売額は前年同四半

期比1.3％の増加となりました。日常必需品の販売を主としているスーパーマーケットやドラッグストアの販

売額は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響下においても引き続き堅調に推移しています。また、総務省統

計局のサービス産業動向調査によると、飲食店の売上高は前年同四半期比で7.0％の減少となっており、本格

的な回復にはまだ時間がかかるものと考えられます。

ホテルについては、観光庁の宿泊旅行統計調査によると、2021年下半期（７～12月）の延べ宿泊者数は前年

同期比4.2％の増加となりました。新型コロナウイルス感染症による国内外の人の移動の制限と制限の緩和は

一進一退の状況が続いていますが、本投資法人が所有しているホテルビスタ仙台が存する宮城県などGo Toト

ラベルキャンペーンが実施されていた2020年下半期と比べ、2021年下半期は延べ宿泊者数が増加している地域

もあり、少しずつ回復の兆しが見られます。

不動産売買市場については、良好な資金調達環境や海外投資家の旺盛な需要が継続していることを背景に、

不動産市場は活況であり、不動産価格は高値圏で推移しています。

（注）調査結果の詳細については、株式会社ザイマックス不動産総合研究所のホームページ（https://soken.xymax.co.jp/）を

ご参照ください。
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③　運用状況

当期末日現在において本投資法人が保有する物件は16物件となっています。取得価格の合計は37,208百万

円、総賃貸可能面積は82,725.73㎡、総賃貸面積は82,335.25㎡となりました。当期末日における稼働率は

99.5％となりました。

④　資金調達の状況

（エクイティ・ファイナンス）

当期は、新投資口の発行による資金調達を実施していません。当期末日現在における出資総額は、22,585百

万円となっています。

（デット・ファイナンス）

当期は、2022年１月31日に返済期限が到来した短期借入金1,770百万円及び長期借入金3,088百万円について

の借り換えを実施したほか、新規物件取得資金等の一部に充当するため、1,650百万円の新規借入れを実施し

ました。

この結果、当期末日現在における借入金残高は15,700百万円となっています。

⑤　業績の概要

当期の業績は、営業収益1,611百万円、営業利益946百万円、経常利益871百万円、当期純利益870百万円とな

りました。

当期の分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に基づき、投資法人の税制の特例（租税特

別措置法（昭和32年法律第26号、その後の改正を含みます。）第67条の15）を適用し、当期未処分利益のうち

発行済投資口の総口数223,400口の整数倍の最大値である870,366,400円を分配することとしています。この結

果、投資口１口当たりの分配金は3,896円となりました。
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（2）次期の見通し

①　運用全般に関する見通し

（A）外部成長戦略

不動産マネジメントの顧客基盤を通じた幅広い不動産売却ニーズの捕捉

本投資法人は、スポンサーである株式会社ザイマックスとのスポンサー・サポート契約に基づき、ザイマッ

クスグループの顧客基盤から得られる不動産売却ニーズを捕捉し、本投資法人の物件取得機会に繋げることを

目指します。

（B）内部成長戦略

ザイマックスグループの不動産マネジメントの知見・ノウハウ及びネットワークの活用

本投資法人は、スポンサー・サポート契約に基づき、ザイマックスグループから、各種不動産マネジメント

に関する知見・ノウハウの提供を受けております。これにより、本投資法人は、ザイマックスグループの不動

産マネジメントの知見・ノウハウ、データベース、管理システム及び私募ファンドの運用経験等を活かした安

定的かつ効率的な運用を行います。

（C）財務戦略

安定性及び健全性を重視した財務運営及びLTVコントロール

本投資法人は、中長期的に安定した収益の確保と運用資産の規模の着実な成長及び運用の安定性を考慮し、

安定性及び健全性を重視し、かつ、資金調達の機動性を確保する財務戦略を実行していきます。

②　決算後に生じた重要な事実

新投資口の発行

本投資法人は、2022年２月10日開催の役員会において、2022年３月２日に取得した資産の取得資金の一部等

に充当することを目的として、以下のとおり新投資口の発行を決議しました。公募による新投資口発行につい

ては2022年３月１日に、第三者割当による新投資口発行については2022年３月28日にそれぞれ払込が完了して

います。この結果、2022年３月28日現在、出資総額は25,440,013,500円、発行済投資口の総口数は249,650口

となっています。

（公募による新投資口発行）

発行新投資口数 　　　　　　　　　　25,000口

発行価格　　　　　　　　１口当たり113,024円

発行価格の総額  　　　　　　2,825,600,000円

発行価額　　　　　　　　１口当たり108,734円

発行価額の総額　　　　　　　2,718,350,000円

払込期日 　　　　　　　　　　2022年３月１日

分配金起算日 　　　　　　　　2022年３月１日

（第三者割当による新投資口発行）

発行新投資口数 　　　　　　　　　　 1,250口

発行価額　　　　　　　　１口当たり108,734円

発行価額の総額 　　　　　　　 135,917,500円

払込期日 　　　　　　　　　　2022年３月28日

分配金起算日 　　　　　　　　2022年３月１日

割当先 　　　　　　ＳＭＢＣ日興証券株式会社
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分類

物件

番号

（注１）

物件名称 所在地
取得

年月日
取得先

取得価格

（百万円）

（注２）

鑑定評価額

（百万円）

（注３）

オフィス OF-09
ザイマックス

札幌大通ビル

北海道

札幌市

2022年

３月２日
非開示 4,707 4,910

オフィス OF-10
ザイマックス

木場公園ビル

東京都

江東区

2022年

３月２日
非開示 2,003 2,150

その他

（住宅）
OT-02

エルプレイス

西葛西

東京都

江戸川区

2022年

３月２日

日本国土開発

株式会社
901 996

合計 7,611 8,056

区分
（注１）

借入先
借入金額

（百万円）
利率 借入実行日 借入方法

返済期限
（注２）

返済
方法

担保

短期 株式会社みずほ銀行 345

基準金利に0.150％

を加えた利率

（注３）

（注４）

2022年

３月２日

左記借入先を

貸付人とする

金銭消費貸借

契約に基づく

借入れ

2023年

１月31日

期限

一括

返済

無担保

無保証

長期

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社りそな銀行

950

0.37500％

（固定金利）

（注４）

2024年

１月31日

株式会社広島銀行 200

基準金利に0.350％

を加えた利率

（注３）

（注４）

2025年

１月31日

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社りそな銀行

1,200

0.49500％

（固定金利）

（注４）

2025年

１月31日

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社南都銀行

1,400

0.62000％

（固定金利）

（注４）

2026年

１月31日

株式会社みずほ銀行

株式会社三井住友銀行

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社あおぞら銀行

株式会社南都銀行

株式会社関西みらい銀行

1,250

0.74750％

（固定金利）

（注４）

2027年

１月31日

合　計 5,345 － － － － －

（参考情報）

（A）資産の取得について

本投資法人は、以下の資産を取得しました。

（注１）「物件番号」は、各用途のタイプに応じて、物件毎に符号及び番号を付したものです。各符号について、OFはオフィスを、RT

は商業施設を、HTはホテルを、OTはその他をそれぞれ表します。

（注２）「取得価格」は、取得資産に係る各売買契約に記載された取得資産の売買代金（消費税及び地方消費税並びに媒介手数料等の

諸費用を含みません。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。

（注３）「鑑定評価額」は、2022年１月１日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された評価額を記載しています。なお、鑑定評

価については、ザイマックス札幌大通ビル及びザイマックス木場公園ビルは一般財団法人日本不動産研究所に、エルプレイス

西葛西は株式会社谷澤総合鑑定所に、それぞれ委託しています。

（B）資金の借入れについて

本投資法人は、2022年３月２日に取得した資産の取得資金及び関連諸費用の支払資金の一部に充当するた

め、以下のとおり資金の借入れを行いました。

（注１）「短期」とは、借入実行日から返済期限までが１年以下の借入れをいい、「長期」とは、借入実行日から返済期限までが１年

超の借入れをいいます。

（注２）返済期限は、同日が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が翌月となる場合には直前の営業日とします。

（注３）基準金利は、各利息期間について、借入実行日又は当該利息期間の末日の２営業日前の時点における一般社団法人全銀協

TIBOR運営機関が公表する全銀協１か月日本円TIBORとなります。但し、当該利息期間に対応するレートの表示がない場合に

は、契約書に定められた方法に基づき算定される基準金利となります。全銀協１か月日本円TIBORについては、一般社団法人

全銀協TIBOR運営機関のホームページ（https://www.jbatibor.or.jp/）でご確認ください。

- 5 -

ザイマックス・リート投資法人（3488）2022年２月期決算短信



分類

物件

番号

（注１）

物件名称 所在地
譲渡

年月日
譲渡先

譲渡価格

（百万円）

（注２）

その他

（住宅）
OT-01

ルネッサンス

21千早

福岡県

福岡市

①2022年１月31日

②2022年３月31日

日本都市ファンド

投資法人

①1,640 （準共有持分50％）

②1,640 （準共有持分50％）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

１口当たり

分配金

（利益超過分配

金は含まない）

１口当たり

利益超過

分配金

百万円 百万円 百万円 百万円 円 円

2022年８月期 1,825 1,086 966 965 3,867 －

2023年２月期 1,597 880 772 771 3,091 －

（注４）利払期日は、2022年３月31日を初回とし、以降毎月末日及び元本弁済日（同日が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が

翌月となる場合には直前の営業日）です。

（注５）上記借入実行後、返済期限までの間に、本投資法人が事前に書面で通知する等、一定の条件が成就した場合、本投資法人は、

借入金の一部又は全部を期限前弁済することが可能です。

（C）資産の譲渡について

本投資法人は、以下の国内不動産信託受益権を譲渡しました。

（注１）「物件番号」は、各用途のタイプに応じて、物件毎に符号及び番号を付したものです。各符号について、OFはオフィスを、RT

は商業施設を、HTはホテルを、OTはその他をそれぞれ表します。

（注２）「譲渡価格」は、譲渡資産に係る売買契約に記載された譲渡資産の売買代金（消費税及び地方消費税並びに譲渡費用、固定資

産税・都市計画税の精算額等の諸費用を含みません。）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。

③　運用状況の見通し

2022年８月期（2022年３月１日～2022年８月31日）及び2023年２月期（2022年９月１日～2023年２月28日）に

おける本投資法人の運用状況につきましては、下記のとおり見込んでおります。

なお、この見通しの前提条件につきましては、下記記載の「2022年８月期（2022年３月１日～2022年８月31日）

及び2023年２月期（2022年９月１日～2023年２月28日）の運用状況の予想の前提条件」をご参照ください。

（注）上記予想数値は一定の条件のもとに算出した現時点のものであり、状況の変化により実際の営業収益、営業利益、経常利益、当期

純利益、１口当たり分配金、１口当たり利益超過分配金は変動する可能性があります。また本予想は分配金の額を保証するもので

はありません。
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項目 前提条件

計算期間
●　2022年８月期（第９期）（2022年３月１日～2022年８月31日）（184日）

●　2023年２月期（第10期）（2022年９月１日～2023年２月28日）（181日）

運用資産

●　本投資法人が2022年２月期末時点で保有している不動産及び不動産信託受益権（合計16物

件）に、2022年３月２日に取得が完了した「ザイマックス札幌大通ビル」、「ザイマック

ス木場公園ビル」及び「エルプレイス西葛西」を加え、2022年３月31日に譲渡が完了した

「ルネッサンス21千早（準共有持分50％）」（以下「譲渡資産」といいます。）を除いた

合計18物件（以下「現保有資産」といいます。）を2023年２月期（第10期）末まで保有し

続けること及び現保有資産以外に新規物件の取得が行われないことを前提としています。

●　現保有資産以外の新規物件の取得又は現保有資産の処分等により、変動が生ずる可能性が

あります。

営業収益

●　賃貸事業収益については、現保有資産の締結済みの賃貸借契約の内容、過去のテナント及

び市場の動向等をベースに、テナントの入退去及び賃料水準の予測に基づく想定稼働率や

賃料変動予測等を勘案して算出しています。

●　変動賃料の算定にあたっては、新型コロナウイルス感染症の影響からの回復に今後12か月

以上の時間を要するものとして、オペレーター提出の運営予想数値をベースに、本投資法

人にて保守的に読み直し、2022年８月期（第９期）及び2023年２月期（第10期）の変動賃

料は発生しないものとしています。

[ホテルビスタ仙台]

①2022年３月～2022年８月分

固定賃料：月額20百万円

変動賃料：毎月の変動賃料は、当月のGOPから21百万円を差し引いた金額（注１）に、

一定歩合（注２）を乗じて、算出した額。

②2022年９月分～

固定賃料：月額20.5百万円

変動賃料：毎月の変動賃料は、対象月の前月を含む過去12ヶ月のGOPの合計額を12で除

した金額から21.5百万円を差し引いた金額（注１）に一定歩合（注２）を乗

じて、算出した額。
（注１）差し引いた金額がマイナスとなった場合は、当月の変動賃料は０円となります。

（注２）各歩合の開示についてはオペレーターの同意が得られていないため非開示とします。

●　2022年８月期（第９期）において、譲渡資産の譲渡に係る譲渡益（譲渡に係る諸経費を除

きます。）の見込額を計上しています。

●　テナントによる賃料の滞納又は不払いがないこと及び不動産等売却損益の発生がないこと

を前提としています。

営業費用

2022年８月期

（第９期）

2023年２月期

（第10期）

賃貸事業費用合計 545百万円 558百万円

管理委託費 107百万円 107百万円

修繕費 42百万円 43百万円

公租公課 133百万円 133百万円

減価償却費 157百万円 164百万円

賃貸事業費用以外合計 193百万円 158百万円

運用報酬 123百万円 96百万円

●　営業費用のうち主たる項目は以下のとおりです。

●　主たる営業費用である賃貸事業費用のうち、減価償却費以外の費用については、本投資法

人における過去の実績値（本投資法人における過去の実績値がない期間については前所有

者等から開示された過去の実績値）を基準として、費用の変動要素を考慮して算出してい

ます。

●　減価償却費については、付随費用等を含めて定額法により算出しています。

●　修繕費については、物件ごとに本資産運用会社が、各営業期間に必要と想定した額を費用

として計上しています。但し、予想し難い要因により修繕費が増額又は追加で発生する可

能性があること、一般に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金

額ではないこと等から、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性

があります。

2022年８月期（2022年３月１日～2022年８月31日）及び2023年２月期（2022年９月１日～2023年２月28日）の運用状況の

予想の前提条件
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営業外費用

●　支払利息その他融資関連費用として、2022年８月期（第９期）に114百万円、2023年２月

期（第10期）に102百万円を見込んでいます。

●　新投資口の発行に係る投資口交付費については、投資口発行月より３年間で月割り償却し

ており、投資口交付費償却として、2022年８月期（第９期）に５百万円、2023年２月期

（第10期）に５百万円を見込んでいます。

有利子負債

●　有利子負債の総額は、2022年８月期（第９期）末において19,945百万円、2023年２月期

（第10期）末において19,715百万円、を前提としています。2023年２月期（第10期）にお

いて短期借入金345百万円、長期借入金2,796百万円の返済期限が到来しますが、これらの

返済資金の一部については手元資金による返済及び残りの返済資金については借入金等で

調達する前提としています。

●　LTVについては、2022年８月期（第９期）末に40.9％、2023年２月期（第10期）末に

40.8％を見込んでいます。また、LTVの算出にあたっては、次の算式を使用した試算値で

す。

LTV＝各期末の想定有利子負債総額÷各期末の想定資産総額×100

投資口

●　本日現在の発行済投資口の総口数249,650口を前提とし、2023年２月期（第10期）末まで

新投資口の発行等による投資口数の変動がないことを前提としています。

●　１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）及び１口当たり利益超過分配金は、

2022年８月期（第９期）及び2023年２月期（第10期）の予想期末発行済投資口の総口数

249,650口により算出しています。

１口当たり分配金

（利益超過分配金は含

まない）

●　１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は、本投資法人の規約に定める金銭の分

配の方針に従い分配することを前提として算出しています。

●　運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含

む種々の要因により、１口当たり分配金（利益超過分配金は含まない）は変動する可能性

があります。

１口当たり

利益超過分配金

●　利益を超える金銭の分配（１口当たり利益超過分配金）については、現時点において行う

予定はありません。

その他

●　法令、税制、会計基準、東京証券取引所の定める上場規則、一般社団法人投資信託協会の

定める規則等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われないことを前提とし

ています。

●　一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としていま

す。
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（単位：千円）

前期
(2021年８月31日)

当期
(2022年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 973,089 1,219,048

信託現金及び信託預金 1,904,372 2,080,797

営業未収入金 28,275 19,412

前払費用 33,683 41,776

未収消費税等 19,212 -

その他 694 6,124

流動資産合計 2,959,327 3,367,159

固定資産

有形固定資産

建物 308,882 308,882

減価償却累計額 △1,175 △4,701

建物（純額） 307,707 304,181

構築物 1,814 1,814

減価償却累計額 △11 △45

構築物（純額） 1,802 1,768

機械及び装置 10,659 10,659

減価償却累計額 △67 △270

機械及び装置（純額） 10,592 10,389

工具、器具及び備品 109,618 109,618

減価償却累計額 △86,980 △91,467

工具、器具及び備品（純額） 22,637 18,151

土地 229,752 229,752

信託建物 9,895,194 9,196,322

減価償却累計額 △784,826 △839,067

信託建物（純額） 9,110,368 8,357,255

信託構築物 74,366 65,930

減価償却累計額 △7,573 △7,812

信託構築物（純額） 66,793 58,118

信託工具、器具及び備品 30,755 32,597

減価償却累計額 △8,511 △11,200

信託工具、器具及び備品（純額） 22,243 21,396

信託土地 26,138,580 28,745,430

信託建設仮勘定 2,006 -

有形固定資産合計 35,912,484 37,746,444

投資その他の資産

長期前払費用 36,432 54,098

繰延税金資産 13 13

差入敷金及び保証金 22,600 22,600

その他 40,579 58,999

投資その他の資産合計 99,625 135,711

固定資産合計 36,012,109 37,882,156

資産合計 38,971,437 41,249,315

２．財務諸表

（1）貸借対照表
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（単位：千円）

前期
(2021年８月31日)

当期
(2022年２月28日)

負債の部

流動負債

営業未払金 81,267 90,854

短期借入金 1,770,000 1,100,000

１年内返済予定の長期借入金 3,088,000 2,796,000

未払金 96,729 209,246

未払法人税等 878 876

未払消費税等 - 142,898

前受金 202,993 202,992

その他 4,577 2,045

流動負債合計 5,244,446 4,544,914

固定負債

長期借入金 9,192,000 11,804,000

預り敷金及び保証金 33,349 33,349

信託預り敷金及び保証金 1,267,943 1,410,853

固定負債合計 10,493,292 13,248,202

負債合計 15,737,739 17,793,116

純資産の部

投資主資本

出資総額 22,585,746 22,585,746

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 647,952 870,452

剰余金合計 647,952 870,452

投資主資本合計 23,233,698 23,456,198

純資産合計 ※１ 23,233,698 ※１ 23,456,198

負債純資産合計 38,971,437 41,249,315
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（単位：千円）

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 1,193,065 ※１ 1,289,778

その他賃貸事業収入 ※１ 112,400 ※１ 102,432

不動産等売却益 - ※２ 219,655

営業収益合計 1,305,465 1,611,865

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 481,704 ※１ 490,977

資産運用報酬 76,297 113,258

資産保管手数料 876 1,056

一般事務委託手数料 10,074 11,437

役員報酬 2,400 2,400

その他営業費用 32,768 45,834

営業費用合計 604,122 664,965

営業利益 701,343 946,900

営業外収益

受取利息 13 14

固定資産税等精算金 129 -

還付加算金 11 65

未払分配金戻入 - 56

営業外収益合計 154 136

営業外費用

支払利息 41,498 42,791

融資関連費用 11,258 33,006

営業外費用合計 52,757 75,797

経常利益 648,740 871,239

税引前当期純利益 648,740 871,239

法人税、住民税及び事業税 880 878

法人税等調整額 0 0

法人税等合計 881 879

当期純利益 647,859 870,360

前期繰越利益 92 92

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 647,952 870,452

（2）損益計算書
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（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 22,585,746 650,410 650,410 23,236,156 23,236,156

当期変動額

剰余金の配当 △650,317 △650,317 △650,317 △650,317

当期純利益 647,859 647,859 647,859 647,859

当期変動額合計 - △2,457 △2,457 △2,457 △2,457

当期末残高 ※１ 22,585,746 647,952 647,952 23,233,698 23,233,698

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 22,585,746 647,952 647,952 23,233,698 23,233,698

当期変動額

剰余金の配当 △647,860 △647,860 △647,860 △647,860

当期純利益 870,360 870,360 870,360 870,360

当期変動額合計 - 222,500 222,500 222,500 222,500

当期末残高 ※１ 22,585,746 870,452 870,452 23,456,198 23,456,198

（3）投資主資本等変動計算書

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）
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区分
前期

自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

Ⅰ　当期未処分利益 647,952,287円 870,452,631円

Ⅱ　分配金の額 647,860,000円 870,366,400円

（投資口１口当たり分配金の額） （2,900円） （3,896円）

Ⅲ　次期繰越利益 92,287円 86,231円

分配金の額の算出方法 本投資法人の規約第35条第１項に定め

る金銭の分配の方針に従い、分配金の

額は利益金額を限度とし、租税特別措

置法第67条の15に規定されている本投

資法人の配当可能利益の金額の100分

の90に相当する金額を超えるものとし

ております。かかる方針により、当期

未処分利益を超えない額で発行済投資

口の総口数223,400口の整数倍の最大

値となる647,860,000円を利益分配金

として分配することとしました。

なお、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。

本投資法人の規約第35条第１項に定め

る金銭の分配の方針に従い、分配金の

額は利益金額を限度とし、租税特別措

置法第67条の15に規定されている本投

資法人の配当可能利益の金額の100分

の90に相当する金額を超えるものとし

ております。かかる方針により、当期

未処分利益を超えない額で発行済投資

口の総口数223,400口の整数倍の最大

値となる870,366,400円を利益分配金

として分配することとしました。

なお、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。

（4）金銭の分配に係る計算書
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（単位：千円）

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 648,740 871,239

減価償却費 137,139 142,326

受取利息 △13 △14

未払配当金戻入 - △56

支払利息 41,498 42,791

営業未収入金の増減額（△は増加） △10,538 8,862

未収消費税等の増減額（△は増加） △19,212 19,212

前払費用の増減額（△は増加） 3,359 △8,092

営業未払金の増減額（△は減少） 18,376 △10,736

未払金の増減額（△は減少） 2,369 112,517

未払消費税等の増減額（△は減少） △7,973 142,898

前受金の増減額（△は減少） 36,779 △0

長期前払費用の増減額（△は増加） 10,011 △17,666

信託有形固定資産の売却による減少額 - 1,365,978

その他 △34,694 △42,503

小計 825,842 2,626,756

利息の受取額 13 14

利息の支払額 △41,934 △42,756

法人税等の支払額 △893 △880

営業活動によるキャッシュ・フロー 783,028 2,583,133

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △551,109 -

信託有形固定資産の取得による支出 △910,900 △3,306,159

預り敷金及び保証金の受入による収入 33,349 -

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △55,704 △31,495

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 91,182 174,404

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,393,183 △3,163,249

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,270,000 1,100,000

短期借入金の返済による支出 - △1,770,000

長期借入れによる収入 - 5,408,000

長期借入金の返済による支出 - △3,088,000

分配金の支払額 △650,222 △647,499

財務活動によるキャッシュ・フロー 619,777 1,002,500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,622 422,384

現金及び現金同等物の期首残高 2,867,839 2,877,461

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,877,461 ※１ 3,299,845

（5）キャッシュ・フロー計算書
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（6）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

１．固定資産の減価償却の方法 （１）有形固定資産（信託財産を含みます。）

定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下

のとおりです。

建物　　　　　　　　３～63年

構築物　　　　　　　10～51年

機械及び装置　　　　　　27年

工具、器具及び備品　２～13年

（２）長期前払費用

定額法を採用しています。

２．収益及び費用の計上基準 （１）収益に関する計上基準

本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりです。

①不動産等の売却

不動産等の売却については、不動産売却に係る契約に定められた引渡義

務を履行することにより、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得し

た時点で収益計上を行っています。

②水道光熱費収入

水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借契約及び付随する合意内

容に基づき、顧客である賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益

計上を行っています。

水道光熱費収入のうち、本投資法人が代理人に該当すると判断したもの

については、他の当事者が供給する電気、ガス等の料金として収受する額

から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識していま

す。

（２）固定資産税等の処理方法

保有する不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権に係る固定資産税、

都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定された税額のうち当期に対

応する額を賃貸事業費用として費用処理する方法を採用しています。

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、本投資

法人が負担した初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上せず当該

不動産等の取得原価に算入しています。不動産等の取得原価に算入した固定資

産税等相当額は、前期は3,168千円、当期は5,883千円です。

３．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理を

採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　金利スワップ取引

ヘッジ対象　借入金金利

（３）ヘッジ方針

本投資法人は、リスク管理方針に基づき投資法人規約に規定するリスク

をヘッジする目的でデリバティブ取引を行っています。

（４）ヘッジ有効性の評価の方法

金利スワップは特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価は省

略しています。

４．キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金及び信託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

（7）重要な会計方針に係る事項に関する注記
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５．その他財務諸表作成のための基

礎となる事項

（１）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産内

の全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘

定について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上していま

す。

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目

については、貸借対照表において区分掲記しています。

①　信託現金及び信託預金

②　信託建物、信託構築物、信託工具、器具及び備品、信託土地、信託建

　　設仮勘定

③　信託預り敷金及び保証金

（２）控除対象外消費税等の処理方法

資産の取得に係る控除対象外消費税等は、各資産の取得原価に算入して

います。
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（8）会計方針の変更に関する注記

１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」といいま

す。）等を当計算期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。これによる当計算期間の財務諸

表に与える影響は軽微です。

　なお、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前計算期間に係る「収益認識に関する

注記」については記載していません。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」といいま

す。）等を当計算期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。これによる当計算期間の財務諸表に与える影響は軽

微です。

　なお、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第61号　

令和３年９月24日）附則第２条第５項の規定に基づき、改正後の財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則第８条の６の２第１項第３号に掲げる事項の記載を省略しています。
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前期
（2021年８月31日）

当期
（2022年２月28日）

50,000千円 50,000千円

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

A.不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃料収入 1,045,369 1,136,281

共益費収入 147,696 1,193,065 153,496 1,289,778

その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 53,727 60,003

駐車場収入 31,990 31,976

その他賃貸収入 26,681 112,400 10,452 102,432

不動産賃貸事業収益合計 1,305,465 1,392,210

B.不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

公租公課 137,163 137,819

外注委託費 86,581 91,259

水道光熱費 48,625 56,329

修繕費 31,610 28,881

損害保険料 3,602 3,485

減価償却費 137,139 142,326

その他賃貸事業費用 36,982 481,704 30,875 490,977

不動産賃貸事業費用合計 481,704 490,977

C.不動産賃貸事業損益（A－B） 823,760 901,232

不動産等売却収入 1,640,000

不動産等売却原価 1,365,978

その他売却費用 54,366

不動産等売却益 219,655

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

発行可能投資口総口数 5,000,000口 5,000,000口

発行済投資口の総口数 223,400口 223,400口

（9）財務諸表に関する注記事項

[貸借対照表に関する注記]

※１．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額

[損益計算書に関する注記]

※１．不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

※２．不動産等売却益の内訳

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

該当事項はありません。

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

　　　　　　 ルネッサンス21千早（準共有持分50％）

[投資主資本等変動計算書に関する注記]

※１．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
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前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

現金及び預金 973,089千円 1,219,048千円

信託現金及び信託預金 1,904,372千円 2,080,797千円

現金及び現金同等物 2,877,461千円 3,299,845千円

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（１）１年内返済予定の長期借入金 3,088,000 3,088,000 -

（２）長期借入金 9,192,000 9,200,751 8,751

負債計 12,280,000 12,288,751 8,751

デリバティブ取引 - - -

[キャッシュ・フロー計算書に関する注記]

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

[金融商品に関する注記]

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

本投資法人は、資産の取得又は債務の返済等にあたって、投資口の発行、金融機関からの借入れ又は投資法

人債の発行等による資金調達を行います。資金調達の機動性と財務安定性のバランスに配慮した資金調達を行

います。

余資運用については、有価証券及び金銭債権を投資対象としていますが、安全性を考慮して、原則として預

金にて運用を行います。

デリバティブ取引については、金利変動等のリスクを回避するために限定して利用することがありますが、

投機的な取引は行いません。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

借入金は、主に不動産等の取得及び債務の返済等を目的としたものであり、返済期限において代替資金が調

達できない流動性リスクに晒されていますが、資金調達手段の多様化、返済期限や借入先の分散化、手許流動

性の確保によって流動性リスクの軽減を図るとともに、月次で資金繰計画を作成するなどの方法により流動性

リスクを管理しています。また、借入金のうち変動金利によるものは、支払金利の上昇リスクに晒されていま

すが、総資産有利子負債比率を低位に保ち、変動金利比率と固定金利比率のバランスを取ることで、市場金利

の上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。

デリバティブ取引は、借入金の一部に対して、支払金利の変動リスクをヘッジする目的で利用しています。

なお、ヘッジ会計の方法とヘッジ対象、契約額等については、「２．金融商品の時価等に関する事項」をご参

照ください。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取

引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありませ

ん。

２．金融商品の時価等に関する事項

2021年８月31日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」、「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。また、「預り敷金及び保証金」及び「信

託預り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、注記を省略しています。
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貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

（１）１年内返済予定の長期借入金 2,796,000 2,796,000 -

（２）長期借入金 11,804,000 11,807,985 3,985

負債計 14,600,000 14,603,985 3,985

デリバティブ取引 - - -

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 3,088,000 2,796,000 3,426,000 1,920,000 1,050,000 -

（単位：千円）

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 2,796,000 3,426,000 2,902,000 3,456,000 2,020,000 -

　2022年２月28日現在における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。な

お、「現金及び預金」、「信託現金及び信託預金」、「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しています。また、「預り敷金及び保証金」及び「信

託預り敷金及び保証金」は重要性が乏しいため、注記を省略しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

負債

（１）１年内返済予定の長期借入金、（２）長期借入金

長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似してい

ると考えられることから、当該帳簿価額によっています。但し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動

金利による長期借入金（後記［デリバティブ取引に関する注記］をご参照ください。）及び固定金利による長

期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期限までの期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引

後記［デリバティブ取引に関する注記］をご参照ください。

（注２）長期借入金の決算日（2021年８月31日）後の返済予定額

長期借入金の決算日（2022年２月28日）後の返済予定額
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（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の種類等
主な

ヘッジ対象

契約額等（注１）
時価

うち１年超

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

(変動受取・固定支払)
長期借入金 630,000 630,000 （注２）

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の種類等
主な

ヘッジ対象

契約額等（注１）
時価

うち１年超

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

(変動受取・固定支払)
長期借入金 630,000 630,000 （注２）

［デリバティブ取引に関する注記］

１．ヘッジ会計が適用されていないもの

前期（2021年８月31日）

該当事項はありません。

当期（2022年２月28日）

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているもの

前期（2021年８月31日）

ヘッジ会計の方法ごとの当期末日現在における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下の

とおりです。

（注１）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。

（注２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期

借入金の時価に含めて記載しています（前記［金融商品に関する注記］２．金融商品の時価等に関する事項（注１）金融商品の時価の

算定方法及びデリバティブ取引に関する事項　負債（２）長期借入金をご参照ください。）。

当期（2022年２月28日）

ヘッジ会計の方法ごとの当期末日現在における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下の

とおりです。

（注１）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。

（注２）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期

借入金の時価に含めて記載しています（前記［金融商品に関する注記］２．金融商品の時価等に関する事項（注１）金融商品の時価の

算定方法及びデリバティブ取引に関する事項　負債（２）長期借入金をご参照ください。）。
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（単位:千円）

前期
2021年８月31日

当期
2022年２月28日

繰延税金資産

未払事業税損金不算入額 13 13

繰延税金資産合計 13 13

繰延税金資産の純額 13 13

（単位:％）

前期
2021年８月31日

当期
2022年２月28日

法定実効税率 31.46 31.46

（調整）

支払分配金の損金算入額 △ 31.42 △ 31.43

その他 0.10 0.07

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.14 0.10

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　

[税効果会計に関する注記]

[関連当事者との取引に関する注記]

１.親会社及び法人主要投資主等

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

該当事項はありません。

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

該当事項はありません。

２.関連会社等

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

該当事項はありません。

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

該当事項はありません。

３.兄弟会社等

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

該当事項はありません。

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

該当事項はありません。
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属性

会社等の

名称

又は氏名

所在地

資本金

又は

出資金

（千円）

事業の

内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関係内容

取引の

内容

取引金額

（千円）

（注２）

科目

期末残高

(千円)

（注２）
役員の

兼任等

事業上の

関係

役員 金光正太郎 - -

本投資法

人執行役

員兼株式

会社ザイ

マックス

不動産投

資顧問代

表取締役

社長

-

本投資法人執行役

員兼株式会社ザイ

マックス不動産投

資顧問代表取締役

社長

資産運用

報酬等

（注３）

（注４）

85,677 未払金 83,926

属性

会社等の

名称

又は氏名

所在地

資本金

又は

出資金

（千円）

事業の

内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関係内容

取引の

内容

取引金額

（千円）

（注２）

科目

期末残高

(千円)

（注２）
役員の

兼任等

事業上の

関係

役員 金光正太郎 - -

本投資法

人執行役

員兼株式

会社ザイ

マックス

不動産投

資顧問代

表取締役

社長

-

本投資法人執行役

員兼株式会社ザイ

マックス不動産投

資顧問代表取締役

社長

資産運用

報酬等

（注３）

（注４）

145,708 未払金 124,584

４．役員及び個人主要投資主等

前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。

（注２）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（注３）資産運用報酬等の額は、金光正太郎が株式会社ザイマックス不動産投資顧問の代表者として行った取引であり、

報酬額は、本投資法人の規約に定められた条件によっています。

（注４）資産運用報酬等には、不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る報酬分（9,380千円）が含まれています。

（注５）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。

（注２）上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

（注３）資産運用報酬等の額は、金光正太郎が株式会社ザイマックス不動産投資顧問の代表者として行った取引であり、

報酬額は、本投資法人の規約に定められた条件によっています。

（注４）資産運用報酬等には、不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る報酬分（32,450千円）が含まれています。

（注５）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
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（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

株式会社新都市ライフホールディングス 非開示（注） 不動産賃貸事業

野原ホールディングス株式会社 非開示（注） 不動産賃貸事業

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント

株式会社新都市ライフホールディングス 非開示（注） 不動産賃貸事業

[セグメント情報等に関する注記]

１．セグメント情報

本投資法人は不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

２．関連情報

　前期（自　2021年３月１日　至　2021年８月31日）

（１）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。

（２）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（３）主要な顧客ごとの情報

（注）賃借人からの開示の承諾が得られていないため、やむを得ない事情により非開示としています。

　当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

（１）製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記

載を省略しています。

（２）地域ごとの情報

①営業収益

本邦の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しています。

（３）主要な顧客ごとの情報

（注）賃借人からの開示の承諾が得られていないため、やむを得ない事情により非開示としています。
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（単位：千円）

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

貸借対照表計上額 35,910,478 37,746,444

期首残高 34,515,588 35,910,478

期中増減額 1,394,889 1,835,966

期末残高 35,910,478 37,746,444

期末時価 45,887,000 48,348,000

顧客との契約から生じる収益（注１） 外部顧客への売上高

不動産等の売却 1,640,000 （注２）　219,655

水道光熱費収入 60,003 60,003

その他 - 1,332,206

合計 1,700,003 1,611,865

[賃貸等不動産に関する注記]

　本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、オフィスビル、商業施設及びホテル等を所有していま

す。これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

（注２）前期の期中増減額のうち、主な増加額は不動産等２物件の取得（1,229,746千円）及び資本的支出（302,282千円）によるもの

であり、主な減少額は減価償却費（137,139千円）によるものです。当期の期中増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権

１物件の取得（3,289,783千円）及び資本的支出（54,488千円）によるものであり、主な減少額は不動産信託受益権１物件の譲

渡（1,365,978千円）及び減価償却費（142,326千円）によるものです。

（注３）期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。なお、当期について2022年１月27日付で譲渡契約を締

結した「ルネッサンス21千早（期末準共有持分50％）」に関しては譲渡価格としています。

（注４）貸借対照表計上額には、信託建設仮勘定の金額は含めていません。

　　　　なお、賃貸等不動産に関する損益は、前記［損益計算書に関する注記］に記載のとおりです。

[収益認識に関する注記]

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当期（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

（単位：千円）

（注１）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸借事業収入等は収益認識会計基準の適用外となるた

め、「顧客との契約から生じる収益」には含めておりません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収入及

び水道光熱費収入です。

（注２）不動産等の売却については、投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号）第48条第２項に基づき、損益計算書に

おいて不動産等売却損益として計上するため、不動産等売却収入より不動産等売却原価及びその他売却費用を控除した額を記

載しています。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。
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当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 16,716

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 16,483

契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

１口当たり純資産額 104,000円 104,996円

１口当たり当期純利益 2,899円 3,895円

前期
自　2021年３月１日
至　2021年８月31日

当期
自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

当期純利益（千円） 647,859 870,360

普通投資主に帰属しない金額（千円） - -

普通投資口に係る当期純利益（千円） 647,859 870,360

期中平均投資口数（口） 223,400 223,400

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当計算期間

末において存在する顧客との契約から翌計算期間以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する

情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

（２）残存履行義務に配分した取引価格

2022年２月28日現在、不動産等の売却にかかる残存履行義務に配分した取引価格の総額は2022年１月27日に

売却契約を締結した不動産等にかかる1,640,000千円です。本投資法人は、当該残存履行義務について、2022年

３月31日に予定している当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識することを見込んでいます。

また、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての

価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適

用指針第19項に従って、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識に関する

会計基準第80-22項（２）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。

[１口当たり情報に関する注記]

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。なお、潜在投資口調

整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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[重要な後発事象に関する注記]

新投資口の発行

本投資法人は、2022年２月10日開催の役員会において、2022年３月２日に取得した資産の取得資金等の一部

に充当することを目的として、以下のとおり新投資口の発行を決議しました。公募による新投資口発行につい

ては2022年３月１日に、第三者割当による新投資口発行については2022年３月28日にそれぞれ払込が完了して

います。この結果、2022年３月28日現在、出資総額は25,440,013,500円、発行済投資口の総口数は249,650口

となっています。

（公募による新投資口発行）

発行新投資口数 　　　　　　　　　　25,000口

発行価格　　　　　　　　１口当たり113,024円

発行価格の総額　　　　　　　2,825,600,000円

発行価額　　　　　　　　１口当たり108,734円

発行価額の総額　　　　　　　2,718,350,000円

払込期日 　　　　　　　　　　2022年３月１日

分配金起算日 　　　　　　　　2022年３月１日

（第三者割当による新投資口発行）

発行新投資口数 　　　　　　　　　　 1,250口

発行価額　　　　　　　　１口当たり108,734円

発行価額の総額　　　　　　　　135,917,500円

払込期日 　　　　　　　　　　2022年３月28日

分配金起算日 　　　　　　　　2022年３月１日

割当先 　　　　　　ＳＭＢＣ日興証券株式会社

[開示の省略]

リース取引、有価証券、退職給付、持分法損益等及び資産除去債務に関する注記事項については、決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。
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年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（千円）

備考
増減 残高 増減 残高

2017年９月14日 私募設立 3,000 3,000 300,000 300,000 （注１）

2018年２月14日 公募増資 209,905 212,905 21,224,544 21,524,544 （注２）

2018年３月20日 第三者割当増資 10,495 223,400 1,061,201 22,585,746 （注３）

（10）発行済投資口の総口数の増減

　本投資法人の設立以降当期末日までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は以下のとおりです。

（注１）１口当たり発行価額100,000円にて本投資法人が設立されました。

（注２）１口当たり発行価格105,000円（発行価額101,115円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発

行しました。

（注３）１口当たり発行価額101,115円にて、ＳＭＢＣ日興証券株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。
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資産の種類 用途
地域

（注１）

前期
2021年８月31日現在

当期
2022年２月28日現在

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産比率
（％）（注３）

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産比率
（％）（注３）

不動産 商業施設 東京経済圏 549 1.4 546 1.3

不動産合計 549 1.4 546 1.3

信託不動産

オフィス

都心５区 15,133 38.8 15,120 36.7

東京23区 1,170 3.0 1,170 2.8

東京経済圏 2,671 6.9 2,665 6.5

商業施設

東京経済圏 8,300 21.3 8,277 20.1

政令指定都市 1,081 2.8 1,079 2.6

その他 - - 3,289 8.0

ホテル 政令指定都市 4,255 10.9 4,234 10.3

その他 政令指定都市 2,748 7.1 1,364 3.3

信託不動産合計 35,360 90.7 37,200 90.2

預金・その他の資産（注４） 3,060 7.9 3,502 8.5

資産総額 38,971 100.0 41,249 100.0

前期
2021年８月31日現在

当期
2022年２月28日現在

金額
（百万円）
（注１）

対総資産比率
（％）（注２）

金額
（百万円）
（注１）

対総資産比率
（％）（注２）

負債総額 15,737 40.4 17,793 43.1

純資産総額 23,233 59.6 23,456 56.9

資産総額 38,971 100.0 41,249 100.0

３．参考情報

（1）投資状況

（注１）「都心５区」とは、東京都のうち千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。

「東京23区」には「都心５区」を含みません。

「東京経済圏」とは、「都心５区」「東京23区」を除く東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県をいいます。

（注２）「保有総額」は、各期末日における貸借対照表計上額（不動産及び信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によってお

り、百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、用途がホテルである信託不動産の保有総額には、ホテルに付随する動産の帳

簿価額を含みます。

（注３）「対総資産比率」については、小数第２位を四捨五入して記載しています。

（注４）「預金・その他の資産」は、信託建設仮勘定の金額を含みます。

（注１）負債総額、純資産総額及び資産総額の各金額は、決算日時点における貸借対照表計上額によっており、百万円未満を切り捨てて記

載しています。

（注２）「対総資産比率」については、小数第２位を四捨五入して記載しています。
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分類
物件
番号
(注１)

物件名称 所在地
取得
年月日

取得価格
（百万円）

(注２)

投資
比率
（％）
(注３)

当期末
帳簿価額

（百万円）

鑑定評価額
（百万円）

(注４)

所有
形態

オ
フ
ィ
ス

OF-01 ザイマックス西新橋ビル
東京都
港区

2018年
２月16日

2,500 6.7 2,516 3,290
信託

受益権

OF-02 ザイマックス岩本町ビル
東京都
千代田区

2018年
２月16日

4,250 11.4 4,378 5,930
信託

受益権

OF-03 ザイマックス新宿御苑ビル
東京都
新宿区

2018年
２月16日

5,020 13.5 5,058 7,600
信託
受益権

OF-04 ザイマックス神谷町ビル
東京都
港区

2018年
２月16日

880 2.4 890 1,270
信託
受益権

OF-05 ザイマックス東麻布ビル
東京都
港区

2018年
２月16日

1,550 4.2 1,597 1,990
信託

受益権

OF-06 ザイマックス東上野ビル
東京都
台東区

2018年
２月16日

1,150 3.1 1,170 1,660
信託

受益権

OF-07 ザイマックス八王子ビル
東京都
八王子市

2018年
２月16日

2,600 7.0 2,665 3,580
信託
受益権

OF-08 ザイマックス三田ビル
東京都
港区

2021年
７月１日

668 1.8 678 736
信託
受益権

小計／平均 - - 18,618 50.0 18,955 26,056 -

商
業
施
設

RT-01 ミューザ川崎
神奈川県
川崎市

2018年
２月16日

4,100 11.0 4,065 5,480
信託
受益権

RT-02 ライフ川崎御幸店
神奈川県
川崎市

2018年
２月16日

790 2.1 793 978
信託
受益権

RT-03 ヴィータ聖蹟桜ヶ丘
東京都
多摩市

2018年
２月16日

3,100 8.3 3,417 3,870
信託

受益権

RT-04 ライフ福泉店
大阪府
堺市

2020年
９月１日

1,065 2.9 1,079 1,090
信託

受益権

RT-05
ザ・パークハウス戸塚フロント
（１階・２階商業部分）

神奈川県
横浜市

2021年
７月１日

540 1.5 546 624 不動産

RT-06 バロー勝川店（底地）（注５）
愛知県
春日井市

2022年
１月31日

3,245 8.7 3,289 3,330
信託

受益権

小計／平均 - - 12,840 34.5 13,192 15,372 -

ホ
テ
ル

HT-01 ホテルビスタ仙台
宮城県
仙台市

2018年
２月16日

4,400 11.8 4,234 5,280

信託
受益権及び
ホテルに付
随する動産

小計／平均 - - 4,400 11.8 4,234 5,280 -

そ
の
他

OT-01 ルネッサンス21千早(注６)
福岡県
福岡市

2018年
２月16日

1,350 3.6 1,364 1,640
信託
受益権

小計／平均 - - 1,350 3.6 1,364 1,640 -

合計／平均 - - 37,208 100.0 37,746 48,348 -

（2）投資資産

①運用資産の概要

当期末日現在、本投資法人が保有する資産（不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権。以下総称して

「保有資産」ということがあります。）は、次のとおりです。

（注１）「物件番号」は、本投資法人の保有資産について、各用途のタイプに応じて、物件毎に符号及び番号を付したものです。各符号につ

いて、OFはオフィスを、RTは商業施設を、HTはホテルを、OTはその他をそれぞれ表します。

（注２）「取得価格」は、保有資産の取得に要する諸費用（媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（各保有資産に係る売買契約書等に記

載された不動産等の売買代金の金額）を、百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、売買代金には消費税及び地方消費税を含

みません。

（注３）「投資比率」は、保有資産に係る取得価格の合計に対して各保有資産に係る取得価格が占める割合を、小数第２位を四捨五入して記

載しています。

（注４）各物件の鑑定評価については、一般財団法人日本不動産研究所、株式会社谷澤総合鑑定所及び大和不動産鑑定株式会社に委託してお

り、「鑑定評価額」は、2022年２月28日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額を記載しています。

（注５）「バロー勝川店（底地）」は、当期末時点で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載していま

す。

（注６）「ルネッサンス21千早」は、当期末時点で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。

なお、本投資法人は、2022年３月31日付で当該信託受益権の残りの準共有持分50％を譲渡しています。
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物件
番号

物件名称
建築時期
（注１）

テナント数
（注２）

賃貸事業収益
（百万円）
（注３）

敷金・保証金
（百万円）
（注４）

賃貸面積
（㎡）
（注５）

賃貸可能面積
（㎡）
（注６）

稼働率
（％）

（注７）

OF-01 ザイマックス西新橋ビル
2000年

８月22日
8 81 108 1,897.92 1,897.92 100.0

OF-02 ザイマックス岩本町ビル
2001年

３月22日
13 133 178 4,084.33 4,152.40 98.4

OF-03 ザイマックス新宿御苑ビル
2001年

２月28日
6 188 263 4,792.21 4,792.21 100.0

OF-04 ザイマックス神谷町ビル
1991年

４月30日
7 42 53 1,205.27 1,205.27 100.0

OF-05 ザイマックス東麻布ビル
1999年

11月30日
5 46 71 1,763.97 2,015.97 87.5

OF-06 ザイマックス東上野ビル
1999年

４月９日
8 49 70 1,735.29 1,735.29 100.0

OF-07 ザイマックス八王子ビル
1993年

１月26日
23 121 154 5,556.05 5,556.05 100.0

OF-08 ザイマックス三田ビル
1991年

５月31日
10 18 9 741.41 741.41 100.0

RT-01 ミューザ川崎
2004年

１月７日
18 171 270 3,703.88 3,703.88 100.0

RT-02 ライフ川崎御幸店
1997年

１月13日
1

非開示
（注８）

非開示
（注８）

2,677.54 2,677.54 100.0

RT-03 ヴィータ聖蹟桜ヶ丘
1999年

９月17日
1

非開示
（注８）

非開示
（注８）

27,610.61 27,610.61 100.0

RT-04 ライフ福泉店
1996年

12月17日
1

非開示
（注８）

非開示
（注８）

3,309.29 3,309.29 100.0

RT-05
ザ・パークハウス
戸塚フロント
（１階・２階商業部分）

2018年
５月23日

5 25 33 861.60 861.60 100.0

RT-06 バロー勝川店（底地） - 1
非開示
（注８）

非開示
（注８）

10,254.55 10,254.55 100.0

HT-01 ホテルビスタ仙台
2016年

３月14日
1

非開示
（注８）

非開示
（注８）

7,066.25 7,066.25 100.0

OT-01 ルネッサンス21千早
2006年

10月19日
139 103 12 5,075.08 5,145.49 98.6

合計／平均 - 247 1,392 1,444 82,335.25 82,725.73 99.5

②賃貸借の状況

（注１）「建築時期」は、主たる建物の不動産登記簿上の新築年月日を記載しています。

（注２）「テナント数」は、当期末日現在における各不動産等について締結されている各賃貸借契約書に基づく当該保有資産に関するテナン

ト数（パス・スルー型のマスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナント数）の合計を記載しています。

（注３）「賃貸事業収益」は、賃料収入、共益費収入、駐車場収入等、当期中に保有不動産から生じた収益（その他賃貸事業収入を含みま

す。）の合計金額を、単位未満を切り捨てて記載しています。

（注４）「敷金・保証金」は、当期末日現在における各不動産等に係る敷金・保証金として認識している帳簿価額の合計額につき単位未満を

切り捨てて記載しています。

（注５）「賃貸面積」は、当期末日現在における各不動産等に関する賃貸借契約及び賃貸借契約に添付されている建物図面等に基づく賃貸面

積の合計を記載しています。なお、「バロー勝川店（底地）」及び「ルネッサンス21千早」は、当期末時点で本投資法人が保有する

不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。

（注６）「賃貸可能面積」は、当期末日現在における各不動産等に関する賃貸借契約及び賃貸借契約に添付されている建物図面等に基づく賃

貸面積と、空室部分の建物図面等に基づく面積の合計を記載しています。なお、「バロー勝川店（底地）」及び「ルネッサンス21千

早」は、当期末時点で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。

（注７）「稼働率」は、当期末日現在における各不動産等に係る賃貸可能面積に対する賃貸面積が占める割合を、小数第２位を四捨五入して

記載しています。

（注８）賃借人からの開示の承諾が得られていないため、やむを得ない事情により非開示としています。
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分類
物件

番号
物件名称

鑑定評価機関

（注２）

鑑定

評価額

（百万円）

収益価格

直接還元法

による価格

（百万円）

還元

利回り

（％）

DCF法

による価格

（百万円）

割引率

（％）

最終

還元

利回り

（％）

オフィス

OF-01 ザイマックス西新橋ビル 谷澤総合鑑定所 3,290 3,420 3.5 3,240 3.6 3.7

OF-02 ザイマックス岩本町ビル 日本不動産研究所 5,930 6,000 3.4 5,850 3.2 3.5

OF-03 ザイマックス新宿御苑ビル 日本不動産研究所 7,600 7,660 3.4 7,530 3.2 3.5

OF-04 ザイマックス神谷町ビル 谷澤総合鑑定所 1,270 1,300 3.6 1,250 3.7 3.8

OF-05 ザイマックス東麻布ビル 大和不動産鑑定 1,990 2,050 3.8 1,960 3.6 4.0

OF-06 ザイマックス東上野ビル 大和不動産鑑定 1,660 1,680 3.9 1,650 3.7 4.1

OF-07 ザイマックス八王子ビル 日本不動産研究所 3,580 3,600 4.7 3,580 4.5 4.8

OF-08 ザイマックス三田ビル 日本不動産研究所 736 745 3.8 727 3.4 3.7

小計／平均 26,056 26,455 － 25,787 － －

商業施設

RT-01 ミューザ川崎 谷澤総合鑑定所 5,480 5,400 4.1 5,510 4.2 4.3

RT-02 ライフ川崎御幸店 大和不動産鑑定 978 992 4.2 972 4.0 4.4

RT-03 ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 谷澤総合鑑定所 3,870 3,770 5.0 3,910 5.1 5.2

RT-04 ライフ福泉店 大和不動産鑑定 1,090 1,100 4.5 1,080 4.3 4.7

RT-05

ザ・パークハウス

戸塚フロント

（１階・２階商業部分）

谷澤総合鑑定所 624 627 4.5 622 4.6 4.7

RT-06
バロー勝川店（底地）

（注３）
谷澤総合鑑定所 3,330 － － 3,330 4.1 －

小計／平均 15,372 11,889 － 15,424 － －

ホテル

HT-01 ホテルビスタ仙台 谷澤総合鑑定所 5,280 5,370 4.9 5,240 4.9 5.0

小計／平均 5,280 5,370 － 5,240 － －

その他

OT-01
ルネッサンス21千早

（注４）
谷澤総合鑑定所 1,640 1,670 4.8 1,630 4.9 5.0

小計／平均 1,640 1,670 － 1,630 － －

合計／平均 48,348 45,384 － 48,081 － －

③不動産鑑定評価書の概要

（注１）各不動産鑑定評価書の価格時点はいずれも2022年２月28日です。

（注２）「鑑定評価機関」については、略称を記載しています。鑑定評価機関の略称は以下のとおりです。

　　　　日本不動産研究所：一般財団法人日本不動産研究所

　　　　谷澤総合鑑定所：株式会社谷澤総合鑑定所

　　　　大和不動産鑑定：大和不動産鑑定株式会社

（注３）「バロー勝川店（底地）」は、当期末時点で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載していま

す。

（注４）「ルネッサンス21千早」は、当期末時点で本投資法人が保有する不動産信託受益権の準共有持分50％に係る数値を記載しています。
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物件
番号

物件名称

建物状況評価報告書 地震リスク評価報告書

調査業者
（注１）

調査年月日
短期修繕費
（千円）

(注２、注３)

長期修繕費
（千円）

(注２、注４)

調査業者
（注１）

調査書年月
PML値
（％）

OF-01 ザイマックス西新橋ビル

ＳＯＭＰＯリスケ

アマネジメント株

式会社

2017年11月30日 - 4,503

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 6.1

OF-02 ザイマックス岩本町ビル

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月30日 - 12,297

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 5.2

OF-03 ザイマックス新宿御苑ビル

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月30日 - 10,665

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 4.5

OF-04 ザイマックス神谷町ビル
株式会社アースア

プレイザル
2022年２月28日 - 8,546

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 3.8

OF-05 ザイマックス東麻布ビル
株式会社アースア

プレイザル
2022年２月28日 - 7,340

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 3.4

OF-06 ザイマックス東上野ビル
株式会社アースア

プレイザル
2022年２月28日 - 4,218

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 5.1

OF-07 ザイマックス八王子ビル

ＳＯＭＰＯリスケ

アマネジメント株

式会社

2017年11月30日 - 13,742

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 3.9

OF-08 ザイマックス三田ビル

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2021年６月10日 - 5,232

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2021年６月 2.6

RT-01 ミューザ川崎
株式会社アースア

プレイザル
2022年２月28日 - 15,756

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 1.2

RT-02 ライフ川崎御幸店
大和不動産鑑定株

式会社
2017年11月30日 - 3,662

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 7.0

RT-03 ヴィータ聖蹟桜ヶ丘
大和不動産鑑定株

式会社
2017年11月30日 - 150,664

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 2.1

RT-04 ライフ福泉店

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2020年８月24日 - 3,626

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2020年８月 14.7

RT-05

ザ・パークハウス

戸塚フロント

（１階・２階商業部分）

ＳＯＭＰＯリスク

マネジメント株式

会社

2021年６月10日 - 2,422

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2021年６月 6.7

HT-01 ホテルビスタ仙台
大和不動産鑑定株

式会社
2017年11月30日 - 8,071

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 1.7

OT-01 ルネッサンス21千早

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月30日 - 6,958

東京海上日動リス

クコンサルティン

グ株式会社

2017年11月 1.7

合計 - 257,701 ポートフォリオ全体（注５） 1.8

④建物状況評価報告書及び地震リスク評価報告書の概要

（注１）「調査業者」については、調査がなされた当時の名称を記載しています。

（注２）「短期修繕費」及び「長期修繕費」は、建物状況評価報告書の記載に基づき記載しています。

（注３）「短期修繕費」は、日常の保守よりも優先的に修繕等が必要となる不具合を修繕更新する場合の費用であって、建物状況評価報告書

の日付から起算して１年以内に必要とされる修繕費用の概算の合計額を記載しています。

（注４）「長期修繕費」は、経年劣化に対して機能維持又は完全稼働していく上での修繕更新の費用であって、建物状況評価報告書の日付か

ら起算して12年以内に必要とされる修繕費用及び更新費用の合計額を本資産運用会社にて年平均額に換算し、千円未満を四捨五入し

て記載しています。なお、「ミューザ川崎」、「ヴィータ聖蹟桜ヶ丘」、「ザ・パークハウス戸塚フロント（１階・２階商業部

分）」及び「ルネッサンス21千早」については、持分割合（それぞれ6.9％（小数第２位以下切捨て）、49.6％（小数第２位以下切捨

て）、12.3％（小数第２位以下切捨て）及び50.0％（小数第２位以下切捨て））に相当する数値を記載しています。

（注５）「ポートフォリオ全体」に記載の数値は、東京海上日動リスクコンサルティング株式会社による2021年６月付地震リスク評価（ポー

トフォリオ）報告書に基づいて保有する資産15物件の集合体に対して個別物件と同様にPML値を求めた数値を記載しています。

（注６）当期末日現在、「バロー勝川店（底地）」は、底地のみの所有で建物は所有しておらず、また、ポートフォリオ全体のPMLの算出対象

にも含まれていないことから、表には記載していません。
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不動産等の名称 所在地 目的 予定期間
工事予定金額（千円）

総額 当期支払額 既支出総額

ザイマックス

岩本町ビル

東京都

千代田区
空調更新工事

自2022年７月

至2022年７月
47,660 - -

ヴィータ

聖蹟桜ヶ丘

東京都

多摩市

駐車場Ａ（施設棟）に係

る2022年度改修工事

自2023年１月

至2023年１月
54,335 - -

⑤資本的支出

（A）資本的支出の予定

　　本投資法人が当期末日現在保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額の

うち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上費用に区分処理される部分が含まれ

る場合があります。

（B）期中の資本的支出

　　本投資法人が当期末日現在保有する資産に関して、当期に行った資本的支出に該当する工事は54,488千円であ

り、当期費用に区分された修繕費28,881千円と合わせて、合計83,370千円の工事を実施しています。なお、保有

資産において当期に行った主要な資本的支出に該当する工事はありません。
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ザイマックス西新橋ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 2,500百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 75,385

所在地 東京都港区西新橋二丁目６番２号 その他賃貸事業収入 6,536

土地 地番 東京都港区西新橋二丁目10番30他 不動産賃貸事業収益　計 81,922

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 700％ 公租公課 6,906

用途地域 商業地域 外注委託費 5,458

敷地面積 402.53㎡ 水道光熱費 4,433

所有形態 所有権 修繕費 2,010

建物 建築年月日 2000年８月22日 損害保険料 59

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 減価償却費 2,829

延床面積 2,517.50㎡ その他賃貸事業費用 514

設計者 株式会社類設計室 不動産賃貸事業費用　計 22,211

施工者 株式会社藤木工務店 （３）NOI 62,541

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 59,711

ML会社 -

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

本物件の南側接面道路の中心線より２ｍセットバックしていますが、敷地面積は、当該セットバック部分（33.96㎡）

を含みます。

ザイマックス岩本町ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 4,250百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 117,635

所在地 東京都千代田区岩本町二丁目３番３

号
その他賃貸事業収入 15,852

土地 地番 東京都千代田区岩本町二丁目175番

２
不動産賃貸事業収益　計 133,487

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 800％、600％ 公租公課 13,471

用途地域 商業地域 外注委託費 9,976

敷地面積 864.83㎡ 水道光熱費 7,786

所有形態 所有権 修繕費 2,859

建物 建築年月日 2001年３月22日 損害保険料 211

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下

１階付９階建
減価償却費 15,367

延床面積 6,261.06㎡ その他賃貸事業費用 1,453

設計者 株式会社日建設計 不動産賃貸事業費用　計 51,126

施工者 熊谷・住友建設共同企業体 （３）NOI 97,728

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 82,361

ML会社 合同会社ＭＬ２

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

⑥物件の概要及び物件収支状況
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ザイマックス新宿御苑ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 5,020百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 175,296

所在地 東京都新宿区新宿一丁目１番11号 その他賃貸事業収入 13,039

土地 地番 新宿区新宿一丁目１番８他 不動産賃貸事業収益　計 188,335

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 700％ 公租公課 14,342

用途地域 商業地域 外注委託費 11,659

敷地面積 839.09㎡ 水道光熱費 8,693

所有形態 所有権 修繕費 3,732

建物 建築年月日 2001年２月28日 損害保険料 203

構造／階数 鉄骨・鉄筋コンクリート造陸屋根地

下１階付地上９階建
減価償却費 11,279

延床面積 6,084.32㎡ その他賃貸事業費用 996

設計者 株式会社ユー・アソシエイツ 不動産賃貸事業費用　計 50,907

施工者 鹿島・オリエンタル建設共同企業体 （３）NOI 148,708

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 137,428

ML会社 合同会社ＭＬ２

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

ザイマックス神谷町ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 880百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 38,732

所在地 東京都港区虎ノ門五丁目12番13号 その他賃貸事業収入 3,773

土地 地番 東京都港区虎ノ門五丁目13番１他 不動産賃貸事業収益　計 42,505

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％ 公租公課 4,615

用途地域 商業地域 外注委託費 4,518

敷地面積 228.83㎡ 水道光熱費 2,559

所有形態 所有権 修繕費 1,219

建物 建築年月日 1991年４月30日 損害保険料 44

構造／階数 鉄骨造陸屋根８階建 減価償却費 1,443

延床面積 1,356.51㎡ その他賃貸事業費用 552

設計者 株式会社長谷工コーポレーション 不動産賃貸事業費用　計 14,953

施工者 株式会社長谷工コーポレーション （３）NOI 28,996

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 27,552

ML会社 株式会社ザイマックス

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。
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ザイマックス東麻布ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 1,550百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 40,463

所在地 東京都港区東麻布一丁目５番２号 その他賃貸事業収入 5,952

土地 地番 東京都港区東麻布一丁目５番11 不動産賃貸事業収益　計 46,416

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％ 公租公課 6,417

用途地域 商業地域 外注委託費 5,609

敷地面積 365.05㎡ 水道光熱費 2,713

所有形態 所有権 修繕費 576

建物 建築年月日 1999年11月30日 損害保険料 78

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下

１階付９階建
減価償却費 5,876

延床面積 2,570.13㎡ その他賃貸事業費用 2,674

設計者 東西建築サービス株式会社　東京支

社

不動産賃貸事業費用　計
23,946

施工者 前田建設工業株式会社　関東支社 （３）NOI 28,346

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 22,469

ML会社 株式会社ザイマックス

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

ザイマックス東上野ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 1,150百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 43,172

所在地 東京都台東区東上野一丁目11番４号 その他賃貸事業収入 6,164

土地 地番 東京都台東区東上野一丁目22番11他 不動産賃貸事業収益　計 49,336

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％、500％ 公租公課 3,694

用途地域 商業地域 外注委託費 4,327

敷地面積 368.84㎡ 水道光熱費 3,422

所有形態 所有権 修繕費 1,290

建物 建築年月日 1999年４月９日 損害保険料 57

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造・陸屋根８

階建
減価償却費 3,205

延床面積 1,942.54㎡ その他賃貸事業費用 780

設計者 株式会社アーキテクトファイブ 不動産賃貸事業費用　計 16,779

施工者 鹿島建設株式会社　東京支社 （３）NOI 35,763

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 32,557

ML会社 株式会社ザイマックス

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

（注）敷地面積は、私道負担部分（48.62㎡）を含みます。

- 37 -

ザイマックス・リート投資法人（3488）2022年２月期決算短信



ザイマックス八王子ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 2,600百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 106,950

所在地 東京都八王子市横山町25番６号 その他賃貸事業収入 14,862

土地 地番 東京都八王子市横山町３番２他 不動産賃貸事業収益　計 121,812

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％ 公租公課 8,380

用途地域 商業地域 外注委託費 15,409

敷地面積 1,220.58㎡ 水道光熱費 6,981

所有形態 所有権 修繕費 2,954

建物 建築年月日 1993年１月26日 損害保険料 264

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋

根地下１階付９階建
減価償却費 11,294

延床面積 7,404.81㎡ その他賃貸事業費用 1,556

設計者 株式会社日本設計 不動産賃貸事業費用　計 46,839

施工者 株式会社松村組 （３）NOI 86,267

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 74,973

ML会社 合同会社ＭＬ１

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

ザイマックス三田ビル 分類 オフィス

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2021年７月１日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 668百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 16,230

所在地 東京都港区芝五丁目13番11号 その他賃貸事業収入 1,877

土地 地番 東京都港区芝五丁目３番39 不動産賃貸事業収益　計 18,108

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％ 公租公課 -

用途地域 商業地域 外注委託費 2,700

敷地面積 137.02㎡ 水道光熱費 1,028

所有形態 所有権 修繕費 1,259

建物 建築年月日 1991年５月31日 損害保険料 35

構造／階数 鉄骨造陸屋根10階建 減価償却費 1,071

延床面積 799.78㎡ その他賃貸事業費用 2,171

設計者 株式会社公建設計 不動産賃貸事業費用　計 8,266

施工者 東成建設株式会社 （３）NOI 10,913

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 9,841

ML会社 合同会社ＭＬ１

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。
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ミューザ川崎 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 4,100百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 賃貸事業収入 152,132

所在地 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 その他賃貸事業収入 19,120

土地 地番 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番 不動産賃貸事業収益　計 171,252

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％、400％ 公租公課 10,543

用途地域 商業地域 外注委託費 14,928

敷地面積 10,669.34㎡（注１） 水道光熱費 14,792

所有形態 所有権の共有持分（敷地権割合約

6.9％）
修繕費 5,368

建物 建築年月日 2004年１月７日 損害保険料 183

構造／階数 鉄骨・鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋

根・ステンレス鋼板葺地下２階付

27階建

減価償却費 17,800

延床面積 108,955.90㎡（注２） その他賃貸事業費用 7,255

設計者 都市基盤整備公団　神奈川地域支社 不動産賃貸事業費用　計 70,872

施工者 清水・大成・安藤建設工事共同企業

体

（３）NOI
118,180

所有形態 区分所有権 （４）不動産賃貸事業損益 100,380

ML会社 株式会社ザイマックス

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

該当事項はありません。

（注１）本建物は区分所有建物ですが、敷地又は土地全体の敷地面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する敷地権割合に相当する敷地

面積は約742.44㎡です。

（注２）本建物は区分所有建物ですが、本建物を含む一棟の建物全体の延床面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する区分所有建物の

専有部分の床面積の合計は3,671.09㎡（登記簿記載面積）です。
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ライフ川崎御幸店 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 790百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 非開示

所在地 神奈川県川崎市幸区小向西町四丁目

93番地

その他賃貸事業収入
非開示

土地 地番 神奈川県川崎市幸区小向西町四丁目

94番１他
不動産賃貸事業収益　計 非開示

建蔽率 80％、60％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 200％ 公租公課 非開示

用途地域 近隣商業地域、第一種住居地域 外注委託費 非開示

敷地面積 1,879.15㎡ 水道光熱費 非開示

所有形態 所有権 修繕費 非開示

建物 建築年月日 1997年１月13日 損害保険料 非開示

構造／階数 鉄骨造陸屋根２階建 減価償却費 1,581

延床面積 2,596.80㎡ その他賃貸事業費用 非開示

設計者 株式会社竹中工務店　東京一級建築

士事務所
不動産賃貸事業費用　計 非開示

施工者 株式会社竹中工務店　横浜支店 （３）NOI 22,729

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 21,147

ML会社 -

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

テナントとの間の賃貸借契約において、賃貸人が本物件を第三者に売買による譲渡等により所有権移転を行おうとする

場合には、賃借人に対し事前に通知し、賃借人が希望するときは賃借人は優先的に購入を検討することができるものと

されています。
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ヴィータ聖蹟桜ヶ丘 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 3,100百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 非開示

所在地 東京都多摩市関戸四丁目72番地 その他賃貸事業収入 非開示

土地 地番 東京都多摩市関戸四丁目72番 不動産賃貸事業収益　計 非開示

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 500％ 公租公課 非開示

用途地域 商業地域 外注委託費 非開示

敷地面積 9,003.26㎡（注１） 水道光熱費 非開示

所有形態 所有権の共有持分（敷地権割合約

49.6％）
修繕費 非開示

建物 建築年月日 1999年９月17日 損害保険料 非開示

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造・鉄筋コン

クリート・鉄骨造陸屋根地下３階付

27階建

減価償却費 23,403

延床面積 62,849.56㎡（注２） その他賃貸事業費用 非開示

設計者 住宅・都市整備公団　東京支社一級

建築士事務所
不動産賃貸事業費用　計 非開示

施工者 戸田・東急・イチケン建設工事共同

企業体
（３）NOI 174,141

所有形態 区分所有権（但し、家屋番号72番の

３及び72番の７については、それぞ

れ100万分の93万7,995及び100万分

の59万1,485の共有持分）

（４）不動産賃貸事業損益 150,737

ML会社 -

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

本件建物の一部（家屋番号72番の３及び72番の７）について、当該区画の共有者との間で下記内容の協定書が締結さ

れています。

・締結日から５年間の不分割特約（期限が経過する６か月前の日までに、共有者らの一が更新しない旨を通知しない

場合には自動更新）

・共有持分を他に譲渡その他の処分をしようとする場合には、その１か月前に書面により他の共有者（以下「他方当

事者」といいます。）に通知しなければなりません。当該通知から20営業日以内に限り、他方当事者は優先して当該

共有持分を買い取る権利を有し、その買取請求権を行使する旨の書面（以下「買取請求権行使通知」といいます。）

が譲渡希望者に到達してから、２か月後の日に買い取りの効力が発生します。この場合の価格は現状有姿のままの対

価とし、対価について協議が整わないときは、買取請求権行使通知が譲渡希望者に到達した日を価格時点とする不動

産鑑定評価額を対価とします。

（注１）本建物は区分所有建物ですが、敷地又は土地全体の敷地面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する敷地権割合に相当する敷地

面積は約4,467.51㎡です。

（注２）本建物は区分所有建物ですが、本建物を含む一棟の建物全体の延床面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する区分所有建物の

専有部分の床面積の合計（但し、共有となっている区画（家屋番号72番の３及び72番の７）については、持分割合（それぞれ100万分の

93万7,995及び100万分の59万1,485）を乗じた面積）は27,161.00㎡（登記簿記載面積）です。
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ライフ福泉店 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2020年９月１日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 1,065百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 非開示

所在地 大阪府堺市西区上444番地１ その他賃貸事業収入 非開示

土地 地番 大阪府堺市西区上444番１ 不動産賃貸事業収益　計 非開示

建蔽率 60％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 200％ 公租公課 非開示

用途地域 第一種住居地域 外注委託費 非開示

敷地面積 6,225.21㎡ 水道光熱費 非開示

所有形態 所有権 修繕費 非開示

建物 建築年月日 1996年12月17日 損害保険料 非開示

構造／階数 鉄骨造陸屋根２階建 減価償却費 2,223

延床面積 3,358.26㎡ その他賃貸事業費用 非開示

設計者 鹿島建設株式会社 不動産賃貸事業費用　計 非開示

施工者 鹿島建設株式会社 （３）NOI 26,103

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 23,880

ML会社 ザイマックス・リート投資法人

PM会社 株式会社ザイマックス関西

特記事項：

テナントとの間の賃貸借契約において、賃貸人が本物件を第三者に譲渡等により所有権移転を行おうとする場合に

は、賃借人に対し事前に通知し、賃借人が希望するときは賃借人は優先的に購入を検討することができるものとされ

ています。
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ザ・パークハウス戸塚フロント（１階・２階商業部分） 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2021年７月１日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 540百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 不動産 （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 - 賃貸事業収入 23,211

所在地 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町4018番

地１
その他賃貸事業収入 2,771

土地 地番 神奈川県横浜市戸塚区戸塚町字二丁

目4022番１他
不動産賃貸事業収益　計 25,982

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 600％ 公租公課 -

用途地域 商業地域 外注委託費 5,078

敷地面積 1,595.49㎡（注１） 水道光熱費 2,362

所有形態 所有権の共有持分（敷地権割合約

12.3％）
修繕費 13

建物 建築年月日 2018年５月23日 損害保険料 50

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階

付14階建
減価償却費 3,763

延床面積 12,236.50㎡（注２） その他賃貸事業費用 90

設計者 株式会社フジタ一級建築士事務所 不動産賃貸事業費用　計 11,359

施工者 株式会社フジタ （３）NOI 18,386

所有形態 区分所有権 （４）不動産賃貸事業損益 14,623

ML会社 株式会社ザイマックス

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

・2023年９月30日までの期間、指定用途の変更及び第三者への譲渡・貸し付けが禁止されております。なお、横浜市

の書面による承認を得た場合には、第三者への譲渡・貸付けが可能となる場合があります。

・物件共用部分への電力供給のため、株式会社つなぐネットコミュニケーションズ（以下「つなぐネット」といいま

す。）が所有する太陽光発電設備が設置されています。管理組合はつなぐネットとの間の建物一部使用貸借契約書に

基づき当該物件の屋上の一部を無償でつなぐネットに対して貸与しています。

（注１）本建物は区分所有建物ですが、敷地又は土地全体の敷地面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する敷地権割合に相当する敷地

面積は約197.84㎡です。

（注２）本建物は区分所有建物ですが、本建物を含む一棟の建物全体の延床面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する区分所有建物の

専有部分の床面積の合計は1,080.19㎡（登記簿記載面積）です。
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バロー勝川店（底地） 分類 商業施設

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2022年１月31日 運用期間 2022年１月31日～2022年２月28日

取得価格 3,245百万円 稼働日数 29日

特定資産の種類 信託受益権（準共有持分50％） （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 非開示

所在地 愛知県春日井市小野町二丁目１番１

号
その他賃貸事業収入 非開示

土地 地番 愛知県春日井市小野町二丁目１番１ 不動産賃貸事業収益　計 非開示

建蔽率 60％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 200％ 公租公課 非開示

用途地域 工業地域 外注委託費 非開示

敷地面積 20,509.10㎡（注２） 水道光熱費 非開示

所有形態 所有権 修繕費 非開示

建物 建築年月日 - 損害保険料 非開示

構造／階数 - 減価償却費 -

延床面積 - その他賃貸事業費用 非開示

設計者 - 不動産賃貸事業費用　計 非開示

施工者 - （３）NOI 11,909

所有形態 - （４）不動産賃貸事業損益 11,909

ML会社 -

PM会社 ジョーンズ ラング ラサール株式会

社

特記事項：

・他の準共有者との間で受益権準共有者間協定書（本特記事項において「本協定」といいます。）を締結していま

す。本協定の主な内容は以下のとおりです。

①本信託受益権の不分割特約（本協定締結日から５年間とし、その後も更新拒絶の意思表示がない限り更新されま

す。）

②各準共有者（以下「売却希望者」といいます。）が自己の準共有持分の第三者への売却を希望する場合、他の準

共有者に対して、売却希望者が保有する準共有持分の購入にかかる優先交渉権が付与されています。

（注１）本投資法人は本物件の信託受益権を他の準共有者（準共有持分割合50％）と準共有しており、本投資法人は準共有持分（準共有持分割合

50％）を保有しています。

（注２）全体の土地面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する信託受益権の準共有持分割合に相当する土地面積は約10,254.55㎡で

す。
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ホテルビスタ仙台 分類 ホテル

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 4,400百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権及びホテルに付随する動

産

（１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 非開示

所在地 宮城県仙台市宮城野区榴岡一丁目７

番３号
その他賃貸事業収入 非開示

土地 地番 宮城県仙台市宮城野区榴岡一丁目７

番２他
不動産賃貸事業収益　計 非開示

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 500％ 公租公課 非開示

用途地域 商業地域 外注委託費 非開示

敷地面積 1,461.36㎡ 水道光熱費 非開示

所有形態 所有権（一部地上権） 修繕費 非開示

建物 建築年月日 2016年３月14日 損害保険料 非開示

構造／階数 鉄骨造陸屋根12階建 減価償却費 22,556

延床面積 6,977.47㎡ その他賃貸事業費用 非開示

設計者 株式会社エーエーアンドサン　一級

建築士事務所
不動産賃貸事業費用　計 非開示

施工者 前田建設工業株式会社　東北支店 （３）NOI 97,878

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 75,321

ML会社 -

PM会社 株式会社ザイマックス

特記事項：

本件土地の一部（地番７番18）について、仙台市を地上権者とする高速鉄道事業に要する施設の所有を目的とした区分

地上権を設定しています。なお、当該地上権の地代は発生しません。

（注）敷地面積のうち524.21㎡は地上権です。
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ルネッサンス21千早 分類 その他（住宅）

特定資産の概要 物件収支状況（単位：千円）

取得年月日 2018年２月16日 運用期間 2021年９月１日～2022年２月28日

取得価格 1,350百万円 稼働日数 181日

特定資産の種類 信託受益権（準共有持分50％） （１）不動産賃貸事業収益

信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 賃貸事業収入 94,576

所在地 福岡県福岡市東区千早五丁目４番25

号
その他賃貸事業収入 8,918

土地 地番 福岡県福岡市東区千早五丁目2332番

他
不動産賃貸事業収益　計 103,495

建蔽率 80％ （２）不動産賃貸事業費用

容積率 400％ 公租公課 9,391

用途地域 商業地域 外注委託費 7,367

敷地面積 2,644.63㎡（注２） 水道光熱費 1,555

所有形態 所有権 修繕費 4,609

建物 建築年月日 2006年10月19日 損害保険料 233

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根14階 減価償却費 18,628

延床面積 10,856.15㎡（注３） その他賃貸事業費用 5,372

設計者 定建築設計事務所 不動産賃貸事業費用　計 47,159

施工者 西松建設株式会社　九州支店 （３）NOI 74,964

所有形態 所有権 （４）不動産賃貸事業損益 56,335

ML会社 株式会社ミヨシアセットマネジメン

ト

PM会社 株式会社ミヨシアセットマネジメン

ト

特記事項：

該当事項はありません。

（注１）本投資法人は本物件の信託受益権を他の準共有者（準共有持分割合50％）と準共有しており、本投資法人は準共有持分（準共有持分割合

50％）を保有しています。

（注２）全体の土地面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する信託受益権の準共有持分割合に相当する土地面積は約1,322.31㎡です。

（注３）建物全体の延床面積を記載しています。なお、本投資法人が保有する信託受益権の準共有持分割合に相当する建物面積は約5,428.07㎡で

す。
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